
学校給食における地産地消推進に係る調査分析 

及び効果的な取組の提案業務委託 
企画提案公募実施要領 

 

１ 事業の目的 

  県内市町村の学校給食における地産地消の実態や課題等を調査分析し、地産地消の推進に向

けた効果的な取組を提案することで、学校給食における県産農林水産物の利用拡大につなげ

る。 

 

２ 事業の内容 

別途提示する業務仕様書のとおり 

 

３ 事業実施期間 

  契約の日から令和７年９月３０日（火）まで 

 

４ 予算規模 

７，８１２，２００円以内（消費税及び地方消費税を含む） 

 

５ 企画提案公募参加資格 

（１）福岡県内に事業所（本社又は支社等）を有していること 

（２）委託業務に関するノウハウを有し、当該委託業務を円滑に遂行できること 

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当しない

者であること 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号））第１７条第１項に基づく更生手続開始の申立

て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条第１項に基づく再生手続開始の

申立てがなされていない者であること 

（５）福岡県物品購入等に係る物品業者の指名停止等措置要綱（平成１４年２月２２日１３管達

第６６号総務部長依命通達）に基づく指名停止期間中でない者 

（６）福岡県暴力団排除条例（平成２１年条例第５９号）に定める暴力団員又は暴力団若しくは

暴力団員と密接な関係を有する者でないこと 

（７）宗教活動や政治活動を主たる目的とする者でないこと 

（８）人権に関する法令を遵守するとともに、自社で人権侵害が発生しないよう予防措置を講じ

るなど、人権尊重に取り組むよう努める者であること  

 

６ 失格  

次の各号に該当する者は失格とし、応募を無効とします。 

（１）５の参加資格に定めた要件が備わっていないとき。 

（２）提出のあった提案書等が様式及び記載上の注意事項に示された内容に適合せず、その補正

に応じないとき。 

（３）提出書類に虚偽又は不正があったとき。 

（４）提案書等の提出期限までに所定の書類が整わなかったとき。 

（５）その他、不正な行為があったとき。 

 

  



７ 企画提案公募スケジュール 

（１）企画提案公募開始      令和７年５月１６日（金） 

（２）質問書の提出期限      令和７年５月２６日（月）１７時 

（３）企画提案書類提出期限    令和７年６月４日（水）１７時 

（４）書面審査の合否通知     令和７年６月６日（金）予定 

（５）最終審査          令和７年６月１３日（金）予定  

（６）受託予定者の決定通知    令和７年６月中旬 予定 

（７）委託契約締結        令和７年６月中旬 予定 

 

８ 企画提案公募実施手続き 

（１）質問書の提出 

  ①提出書類 質問書（様式１） 

  ②提出期限 令和７年５月２６日（月）１７時 

  ③申込方法 電子メールにて、13 問い合せ先まで提出すること。 

  ④回  答 令和７年５月２７日（火）以降に県HPに掲載予定。 

 

（２）企画提案書の提出 

  ①企画提案書の様式及び提出部数 

 イ 企画提案応募書（様式１）         １部 

ロ 企画提案書（任意様式、Ａ４判、片面印刷） ８部 

     企画提案書については、次に掲げる事項を必ず盛り込んでください。 

a 企画のコンセプト 

     ・業務仕様書の業務内容の項目に対する企画案 

b 事業実施計画 

・委託業務の全体フロー 

c 事業の実施体制、運営管理方法 

       ・事業実施に係る企画立案体制、運用管理体制 

       ・事業を管理する者の持つノウハウ、実績等 

d 事業を適切に実施するに必要な実績 

       ・当事業類似の事業等を企画・実施した実績（具体的に記述） 

e 事業者の概要に関する資料 

       ・今回の企画提案にあたり、共同提案事業者等があれば併せて記載 

 f 事業費に係る経費項目 

②提出期限 令和７年６月４日（水）１７時必着 

③提出方法 持参又は郵送（電子メールおよびＦＡＸ不可） 

※持参の場合の受付時間は、閉庁日を除いた平日の８時３０分から１７時 

１５分までとする。 

  ④提 出 先 福岡県農林水産部食の安全・地産地消課 

        （〒812-8577 福岡市博多区東公園７－７ 福岡県庁５階） 

 

（３）応募の無効 

    本要領に示した公募参加の資格がない者、公募実施要項に定める手続きを遵守しない者、

提出書類に虚偽の記載をした者の応募は無効とする。 

 

（４）その他 

・提出された企画書等は委託先の選定のみに使用する。 

 なお、企画提案書は、情報公開請求を受けた場合、県情報公開条例に基づき、原則とし



て開示する。 

  ・企画書の作成に要した費用、その他応募に要した経費は参加者の負担とする。 

  ・提出された企画書等は、採用の有無に関わらず返却しないものとする。 

  ・企画提案書等の提出期限後において、記載された内容の変更は認めない。 

  ・選定された提案者の企画提案書に係る著作権（著作権法（昭和４５年法律第４８号）第 

２７条及び第２８条に規定する権利を含む）は、福岡県農林水産部食の安全・地産地消

課に帰属するものとする。 

  ・選定されなかった提案者の提案書に係る著作権は、提案者に帰属するものとする。 

  ・企画提案公募によって収集した個人情報については本業務以外には利用しない。 

 

９ 事業者の選定 

（１）選定方法 

一次審査（書面審査）を通過した企画提案書について、最終審査（プレゼンテーショ

ン審査）を行い、審査委員会において総合的に審査し、最も優秀な提案を行った事業者

を選定する。 

なお、一次審査において企画内容に著しい差が見られた場合や、提案者が１者のみで

あった場合は、一次審査をもって最終審査とする場合がある。 

① 一次審査（書面審査） 

    ア 実 施 日 令和７年６月５日（木）予定 

    イ 実 施 方 法 事業者から提出された企画提案書類をもとに書面審査を行う。 

    ウ 選定結果通知 令和７年６月６日（金）予定 

    

② 最終審査（プレゼンテーション審査） 

    ア 実 施 日 令和７年６月１３日（金）予定 

    イ 場   所 福岡県庁 地下１階 農林水産部会議室 

    ウ 実 施 方 法 一次審査にて提出された企画提案書をもとにプレゼンテーション

審査を行う。 

    エ 選定結果通知 令和７年６月中旬予定 

 

（２）主な審査項目 

①計画の内容は、具体的であり、十分な成果が得られるものとなっているか。 

②実現性の高い実施内容となっているか。 

③仕様に沿っているか。 

④円滑な提案事業の実施に必要となるノウハウがあり、必要な人員配置が行われるか。 

※審査については非公開とする。 

 

 （３）選定結果の通知 

   ①審査結果は、すべての企画提案者に文書で通知する。 

   ②審査の経緯や順位、得点等は公表しないこととする。 

   ③審査結果に対する質問や異議申立には応じない。 

 

（４）提案者がない場合の取扱い 

企画提案書提出期限内に提案者がいない場合は、公募を中止し、公募内容を再検討する。

また、中止の通知、再公募等については、県ＨＰにて通知する。 



 

10 契約について 

県は、９により最優秀提案者として選定された事業者（以下「受託者」）と契約締結の協議

を行い、契約を締結する。この協議には、企画提案書の趣旨を逸脱しない範囲内での内容変更

の協議も含むものとする。 

協議が不調のときは、９により順位付けられた上位の者から順に契約締結の協議を行うも

のとする。 

（１）契約にあたっては、選考された提案をもとに細部について県と受託者で打合せを行うも

のとする。なお、契約締結に係る諸費用（印紙代等）は、受託者の負担とする。 

（２）契約にあたっては、福岡県財務規則第１６９条の規定により、契約金額の１００分の 

１０以上の金額を契約保証金として福岡県に納めることとする。なお、この契約保証金

は、契約が支障なく履行されたときは、契約期間満了時に全額返還するものとする。 

また、福岡県を被保険者とする履行保証契約を保険会社と締結された場合や、過去２

年間の間に県若しくは他の地方公共団体と種類及び同規模の契約を数回以上にわたり締

結し、これをすべて誠実に履行した場合等など、契約保証金が減免される場合がある。 

（３）委託料は、事業の実施に必要な全ての経費（人件費、旅費、通信運搬費、消耗品費、

印刷製本費、謝金等）を含むものとし、原則として領収書等で確認できるものを対象と

する。 

ただし、受託者による会合や飲食費、委託業務とは直接関係のない経費、備品の購入

など業者の財産取得となる経費は対象外とする。 

（４）福岡県暴力団排除条例の施行に伴い、契約にあたっては、「誓約書」を提出することと

する。また、契約締結後に受託者が暴力団関係者に該当すると判明した時は、当該契約

を解除するとともに違約金を徴収する。 

 

11 著作権について 

（１）本業務により制作された成果物の著作権及び版権は、県に帰属する。 

（２）受託業者が保有する既存著作物について、県が成果物を利用するために必要な全て 

の権利を承諾するものとする。 

 

12 事業報告 

   委託期間満了後、速やかに事業実績報告書を提出すること。なお、事業実施に要した経費 

については、金銭出納簿など支出を記載した帳簿を備え、経理状況を明確にしておくとと

もに、事業終了後５年間保管すること。 

 

13 問い合せ先 

   福岡県農林水産部食の安全・地産地消課 

   担当者名 松本 

   〒812-8577 福岡県福岡市博多区東公園７－７ 

   TEL：092-643-3575 FAX：092-643-3573 

   E-mail：matsumoto-c3558@pref.fukuoka.lg.jp 


